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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第32期

第２四半期連結
累計期間

第33期
第２四半期連結
累計期間

第32期
第２四半期連結
会計期間

第33期
第２四半期連結
会計期間

第32期

会計期間

自平成22年
１月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
１月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高（百万円） 8,164 9,323 4,242 4,592 17,395

経常利益（百万円） 745 1,061 424 532 1,761

四半期（当期）純利益（百万円） 422 583 230 277 981

純資産額（百万円） － － 17,881 18,399 17,925

総資産額（百万円） － － 21,227 22,187 21,405

１株当たり純資産額（円） － － 1,011.831,042.301,016.57

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
25.51 35.26 13.95 16.79 59.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 35.24 － 16.78 －

自己資本比率（％） － － 78.9 77.8 78.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,096 627 － － 1,818

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△745 △694 － － △1,212

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△121 △300 － － △379

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 6,476 6,032 6,343

従業員数（人） － － 1,151 1,162 1,127

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第32期及び第32期第２四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 1,162(81)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載してお

ります。

（２）提出会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人）  266(22)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しておりま

す。 

EDINET提出書類

オプテックス株式会社(E01998)

四半期報告書

 3/31



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月

21日）を適用しており、前年同四半期比については、前年同四半期を新セグメント区分に組み替えて算出しておりま

す。　

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

前年同四半期比（％）　

 センシング事業  　

 防犯関連（百万円） 1,927 9.6

 自動ドア関連（百万円） 812 △6.4

 その他（百万円） 103 △3.4

 計（百万円） 2,843 4.0

 ＦＡ事業（百万円） 1,101 2.7

　 生産受託事業（百万円） 115 △30.3

その他（百万円） 364 90.7

合計（百万円） 4,425 6.3

　（注）上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

　    

(2）商品仕入実績

　当第２四半期連結会計期間における商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

前年同四半期比（％）　

 センシング事業  　

 防犯関連（百万円） 230 113.3

 自動ドア関連（百万円） 95 67.8

 その他（百万円） 56 150.1

 計（百万円） 382 103.9

その他（百万円） 0 △21.9

合計（百万円） 382 103.9

　（注）上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。
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(3）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

前年同四半期比（％）　

 センシング事業 　 　

 防犯関連（百万円） － －

 自動ドア関連（百万円） － －

 その他（百万円） － －

 計（百万円） － －

ＦＡ事業（百万円） － －

生産受託事業（百万円） 143 △24.7

その他（百万円） 23 14.2

合計（百万円） 166 △21.0

　（注）１．上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

２．当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産受託事業及びその他の事業を除き見込み生産を行っている

ため、該当事項はありません。

　

(4）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

前年同四半期比（％）

 センシング事業  　

 防犯関連（百万円） 2,028 5.3

 自動ドア関連（百万円） 729 9.7

 その他（百万円） 174 44.8

 計（百万円） 2,932 8.1

ＦＡ事業（百万円） 1,206 5.8

生産受託事業（百万円） 106 △34.4

その他（百万円） 346 52.4

合計（百万円） 4,592 8.2

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

ＳＩＣＫ　ＡＧ 707 16.7 653 14.2

３．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況 

当第２四半期連結会計期間における世界経済は、中国やインドをはじめとする新興国の成長や、各国の景気刺

激策の効果による緩やかな景気回復が見られたものの、米国の経済回復の鈍化や、くすぶるヨーロッパの財政問

題など予断を許さない状況が続きました。

当社グループをとり巻く環境におきましては、国内外の製造業をはじめとする企業の設備投資が回復してきて

おり、需要は底堅く推移いたしましたが、震災の影響によるわが国経済の一時的な混乱や、円高の進行など、先行

き不透明感が強まりました。

なお、当該震災による当社グループの業績への影響は、軽微なものに留まっております。

このような状況の下、当社グループは「生産性倍増」を経営方針に掲げ、経費抑制を軸とする効率化を徹底す

ると共に、新市場の開拓や、新製品の拡販等による既存市場の活性化に努めてまいりました。

この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は、45億92百万円と前年同期に比べ8.2％の増収となりました。

利益面につきましては、営業利益は４億52百万円（前年同期比1.6％増）、為替差損等の営業外費用が前年同期に

比べ減少したこともあり、経常利益は５億32百万円（前年同期比25.6％増）、四半期純利益は２億77百万円（前

年同期比20.3％増）となりました。

　

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

当社グループは、第１四半期連結会計期間よりセグメント区分の変更を行っております。セグメント情報の開示

における事業区分に関連する事項については、「第５　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント

情報等）に記載のとおりであります。

なお、前年同期比較にあたっては、前年同四半期連結会計期間分を変更後のセグメントに組み替えて行っており

ます。

① センシング事業

当社グループの主力事業であるセンシング事業は、売上高29億32百万円（前年同期比8.1％増）となりました

が、前期第３四半期より当社グループに加わり、積極的な研究開発投資を行っている連結子会社の経費が加算さ

れたこと等により、営業利益１億97百万円（前年同期比27.3％減）となりました。

防犯関連につきましては、世界市場でも高いシェアを有する屋外警戒用の防犯センサが、主力のヨーロッパ市

場を中心に堅調に推移したことや、韓国をはじめとするアジア市場において、各種防犯センサが好調に推移した

こと等により、売上高20億28百万円（前年同期比5.3％増）となりました。

自動ドア関連につきましては、主力の国内市場において、自動ドアの設置台数が堅調に推移したことに伴い、

自動ドア用センサの販売が好調に推移し、海外においても欧米の自動ドア用センサ市場において着実にシェア

を伸張したことにより、売上高７億29百万円（前年同期比9.7％増）となりました。

② ＦＡ事業

ＦＡ事業は、中国を中心とするアジア地域において、景気回復による製造業の設備投資が拡大していることに

伴い汎用機器が堅調に推移し、国内においても三品業界向けに加え、液晶関連業界など特定用途向けにアプリ

ケーション機器が好調に推移しました。その結果、売上高12億６百万円（前年同期比5.8％増）、営業利益

１億61百万円（前年同期比18.6％増）となりました。

③ 生産受託事業

生産受託事業は、受託製品数量が減少したことにより減収となり、その結果、売上高は１億６百万円（前年同

期比34.4％減）、営業利益46百万円（前年同期比34.2％減）となりました。

　なお、生産受託事業の営業利益については、セグメント間の内部売上による利益を含んでいるため、売上高に対

する利益の割合が高くなっております。
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＜参考＞　

　・海外売上高　

当第２四半期連結会計期間　（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

 北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 433 1,736 603 205 2,979

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 4,592

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
9.4 37.8 13.1 4.5 64.9

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…………　米国、カナダ

(2）ヨーロッパ　…　ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、ポーランド、ロシア、イタリア

(3）アジア　………　中国、香港、台湾、韓国

(4）その他　………　オセアニア、アフリカ、南米

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、セグメント間の内部

売上高を除く）であります。　

　

当第２四半期連結累計期間　（自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日）

 北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 860 3,485 1,213 435 5,995

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 9,323

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
9.2 37.4 13.0 4.7 64.3

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…………　米国、カナダ

(2）ヨーロッパ　…　ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、ポーランド、ロシア、イタリア

(3）アジア　………　中国、香港、台湾、韓国

(4）その他　………　オセアニア、アフリカ、南米

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、セグメント間の内部

売上高を除く）であります。　

　

（２）キャッシュ・フローの状況

（百万円）

　 当第２四半期連結会計期間

営業活動によるキャッシュ・フロー 334

投資活動によるキャッシュ・フロー △109

財務活動によるキャッシュ・フロー △31

現金及び現金同等物に係る換算差額 △55

現金及び現金同等物の増減額 138

 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期連結会計期

間末と比較して138百万円増加し60億32百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は３億34百万円（前年同期は４億78百万円の獲得）となりました。これは主に

たな卸資産の増加（３億73百万円）による資金の減少があったものの、税金等調整前四半期純利益を５億33百

万円確保したことにより資金増加となったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は１億９百万円（前年同期は１億48百万円の使用）となりました。これは主に

有形固定資産の取得による支出（77百万円）及び資金運用に伴う有価証券並びに投資有価証券の取得・売却

（差引支出41百万円）によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は31百万円（前年同期は68百万円の使用）となりました。これは主に配当金の

支払（44百万円）によるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

当社グループを取り巻く環境は、米国の雇用・住宅市場の回復の遅れやヨーロッパ一部諸国の財政状態の悪

化、外国為替市場における円高の影響など、不透明な状況が続いております。このような環境の下、当社グループ

は、相対的に高い成長が見込まれる新興国市場の攻略、コスト競争力の強化、各事業間での情報共有や技術の融合

などシナジーを追及するとともに、他企業との業務提携などによる「安全と安心」を核とした成長分野へ向けた

ビジネス展開を図り、更なる企業の体質、事業強化を進めてまいります。

　

（４）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３億90百万円であります。なお、当

第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(１）主要な設備の状況

 　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(２）設備の新設、除却等の計画

 　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成23年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,984,596 16,984,596
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 16,984,596 16,984,596 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
－ 16,984,596 － 2,798 － 3,649
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（６）【大株主の状況】

 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

小林　徹 滋賀県大津市 1,718 10.12

有本　達也 滋賀県大津市 1,419 8.35

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 956 5.62

栗田　克俊 滋賀県大津市 769 4.53

ザ　チェース　マンハッタン

バンク　エヌエイ　ロンドン

エス　エル　オムニバス　アカ

ウント

（常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行決済営業部）　

WOOLGATE HOUSE，COLEMAN STREET

LONDON ES2P 2HD，ENGLAND　

　

（東京都中央区月島４丁目16番13号）

546 3.21

ノーザン　トラスト　カンパニー

（エイブイエフシー）サブ　アカ

ウント　アメリカン　クライアント

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）　

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON　

E14 5NT,UK　

　

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

410 2.41

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 366 2.15

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 328 1.93

竹田　和平 名古屋市天白区 320 1.88

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 278 1.63

計 － 7,113 41.88

　（注）１．当社は、自己株式424千株（発行済株式総数に対する所有株式の割合2.50％）を保有しておりますが、上記の

大株主から除いております。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）、野村信託銀行株式会社（投信口）の所有株式は、信託業務に係る株式であります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】　

　 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式） 

普通株式 　　 424,300

（相互保有株式）

普通株式  　　 28,600

－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式   16,388,400 163,884 同上

単元未満株式 普通株式  　  143,296 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 16,984,596 － －

総株主の議決権 － 163,884 －

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

オプテックス株式会社 

滋賀県大津市におの浜四丁

目７番５号
424,300 － 424,300 2.50

（相互保有株式）

オフロム株式会社 
福井県福井市三留町72-10 28,600 － 28,600 0.17

計 － 452,900 － 452,900 2.67

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成23年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 1,254 1,255 1,220 1,197 1,162 1,085

最低（円） 1,114 1,139 906 1,013 1,010 973

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,598 6,343

受取手形及び売掛金 4,034 3,717

有価証券 1,802 1,182

商品及び製品 1,673 1,579

仕掛品 64 59

原材料及び貯蔵品 1,016 830

繰延税金資産 416 399

その他 473 462

貸倒引当金 △28 △29

流動資産合計 15,051 14,545

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 1,230

※
 1,264

機械装置及び運搬具（純額） ※
 197

※
 198

工具、器具及び備品（純額） ※
 310

※
 264

土地 1,203 1,203

建設仮勘定 15 5

有形固定資産合計 2,957 2,936

無形固定資産

のれん 127 175

その他 451 465

無形固定資産合計 578 641

投資その他の資産

投資有価証券 2,551 2,159

繰延税金資産 756 779

その他 340 389

貸倒引当金 △48 △46

投資その他の資産合計 3,599 3,281

固定資産合計 7,135 6,859

資産合計 22,187 21,405
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,038 798

短期借入金 174 203

未払法人税等 440 456

繰延税金負債 5 9

賞与引当金 84 75

役員賞与引当金 7 －

その他 742 685

流動負債合計 2,493 2,228

固定負債

繰延税金負債 68 77

再評価に係る繰延税金負債 6 6

退職給付引当金 764 734

役員退職慰労引当金 437 416

その他 17 17

固定負債合計 1,294 1,252

負債合計 3,787 3,480

純資産の部

株主資本

資本金 2,798 2,798

資本剰余金 3,653 3,653

利益剰余金 12,654 12,318

自己株式 △537 △537

株主資本合計 18,567 18,232

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △18 △37

土地再評価差額金 10 10

為替換算調整勘定 △1,307 △1,379

評価・換算差額等合計 △1,315 △1,406

新株予約権 3 4

少数株主持分 1,144 1,094

純資産合計 18,399 17,925

負債純資産合計 22,187 21,405
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 8,164 9,323

売上原価 3,885 4,502

売上総利益 4,279 4,821

販売費及び一般管理費 ※1
 3,522

※
 3,890

営業利益 756 931

営業外収益

受取利息 44 34

持分法による投資利益 3 14

為替差益 － 3

受取賃貸料 7 9

保険返戻金 － 57

その他 42 32

営業外収益合計 97 151

営業外費用

支払利息 1 1

投資事業組合運用損 20 6

為替差損 69 －

賃貸費用 12 9

その他 4 3

営業外費用合計 108 21

経常利益 745 1,061

特別利益

固定資産売却益 2 3

持分変動利益 － 0

投資有価証券売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 2 －

特別利益合計 5 3

特別損失

固定資産除却損 1 2

投資有価証券評価損 1 －

減損損失 ※2
 26 －

特別損失合計 29 2

税金等調整前四半期純利益 721 1,062

法人税、住民税及び事業税 239 433

法人税等調整額 10 △21

法人税等合計 250 411

少数株主損益調整前四半期純利益 － 651

少数株主利益 48 67

四半期純利益 422 583
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 4,242 4,592

売上原価 2,013 2,184

売上総利益 2,229 2,407

販売費及び一般管理費 ※1
 1,784

※
 1,955

営業利益 445 452

営業外収益

受取利息 18 20

持分法による投資利益 0 6

受取賃貸料 3 4

保険返戻金 － 57

その他 24 18

営業外収益合計 47 106

営業外費用

支払利息 0 0

投資事業組合運用損 9 1

為替差損 47 17

賃貸費用 7 4

その他 3 1

営業外費用合計 68 25

経常利益 424 532

特別利益

固定資産売却益 1 1

持分変動利益 － 0

投資有価証券売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 2 △0

特別利益合計 4 1

特別損失

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 1 －

減損損失 ※2
 26 －

特別損失合計 28 0

税金等調整前四半期純利益 400 533

法人税、住民税及び事業税 48 174

法人税等調整額 86 32

法人税等合計 134 207

少数株主損益調整前四半期純利益 － 325

少数株主利益 34 47

四半期純利益 230 277
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 721 1,062

減価償却費 233 208

のれん償却額 21 21

退職給付引当金の増減額（△は減少） 24 30

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 22 21

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 13 9

受取利息及び受取配当金 △54 △46

支払利息 1 1

為替差損益（△は益） 2 △4

持分法による投資損益（△は益） △3 △14

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 0 △0

固定資産除売却損益（△は益） △0 △1

減損損失 26 －

売上債権の増減額（△は増加） △297 △287

たな卸資産の増減額（△は増加） △439 △256

仕入債務の増減額（△は減少） 395 198

その他 206 85

小計 868 1,028

利息及び配当金の受取額 48 51

利息の支払額 △1 △2

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 181 △449

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,096 627

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △1,247 △1,077

有価証券の売却及び償還による収入 949 1,198

投資有価証券の取得による支出 △480 △667

投資有価証券の売却による収入 160 13

有形固定資産の取得による支出 △118 △161

有形固定資産の売却による収入 4 3

無形固定資産の取得による支出 △13 △28

貸付けによる支出 △10 △11

貸付金の回収による収入 9 9

その他 － 25

投資活動によるキャッシュ・フロー △745 △694

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 150 △28

長期借入金の返済による支出 △6 －

少数株主からの払込みによる収入 － 4

配当金の支払額 △248 △248

少数株主への配当金の支払額 △16 △28

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △121 △300

現金及び現金同等物に係る換算差額 △199 57

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 29 △310

現金及び現金同等物の期首残高 6,447 6,343

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,476

※
 6,032
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）　

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

　なお、これによる損益への影響はありません。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日  内閣府令５号）の適用により、当

第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日  内閣府令５号）の適用により、当

第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

  当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法   当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会

計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法によっております。 

３．固定資産の減価償却費の

算定方法

  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。  

４．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

  当第２四半期連結累計期間における法人税等の算定に関しては、加味する加減算項目

や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっております。

  また、一部の重要性の乏しい連結子会社については、上記に替えて、税引前四半期純利

益に前連結会計年度末の損益計算書における税効果会計適用後の法人税等の負担率を乗

じて算定しております。 

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、且

つ一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度にお

いて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 　　 該当事項はありません。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

 ※　有形固定資産の減価償却累計額は、5,692百万円であり

ます。

 ※　有形固定資産の減価償却累計額は、5,590百万円であり

ます。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬及び従業員給与 1,254百万円

賞与引当金繰入額 48

退職給付費用 45

役員賞与引当金繰入額　 4

役員退職慰労引当金繰入額 22

研究開発費　 721

※２　減損損失

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ

は、以下の資産について減損損失を計上いたしました。

　　①　減損損失を認識した資産　

用途　　　　 種類 場所
減損損失

(百万円)　

事業用資産　 ソフトウェア　 － 　　　26　

　　②　減損損失の認識に至った経緯

　取得時に検討した事業計画において、当初想定し

ていた収益を見込めなくなったことから減損損失

を認識しております。　

　　③　回収可能性の算定方法

　回収可能性の算定方法は正味売却価額により算

定しております。

　

役員報酬及び従業員給与 1,441百万円

賞与引当金繰入額 36

退職給付費用 53

役員賞与引当金繰入額　 7

役員退職慰労引当金繰入額 21

研究開発費　 748

─────
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 △0百万円

役員報酬及び従業員給与 600

賞与引当金繰入額 48

退職給付費用 24

役員賞与引当金繰入額　 0

役員退職慰労引当金繰入額 7

研究開発費　 361

※２　減損損失

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ

は、以下の資産について減損損失を計上いたしました。

　　①　減損損失を認識した資産　

用途　　　　 種類 場所
減損損失

(百万円)　

事業用資産　 ソフトウェア　 － 　　　26　

　　②　減損損失の認識に至った経緯

　取得時に検討した事業計画において、当初想定し

ていた収益を見込めなくなったことから減損損失

を認識しております。　

　　③　回収可能性の算定方法

　回収可能性の算定方法は正味売却価額により算

定しております。

　

役員報酬及び従業員給与 718百万円

賞与引当金繰入額 36

退職給付費用 28

役員賞与引当金繰入額　 4

役員退職慰労引当金繰入額 3

研究開発費　 390

　

─────

　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 6,123

有価証券勘定に含まれる現金同等物 353

現金及び現金同等物 6,476

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年６月30日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 5,598

有価証券勘定に含まれる現金同等物 434

現金及び現金同等物 6,032
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　

平成23年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　16,984,596株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　 432,897株

３．新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　３百万円（親会社　－百万円、連結子会社　３百万円）

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月26日

定時株主総会
普通株式  248 15 平成22年12月31日平成23年３月28日利益剰余金

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年８月３日

取締役会
普通株式 248 15 平成23年６月30日 平成23年９月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　当グループにおける電子機器関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高及び営業利益の

合計額に占める割合がそれぞれ90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

　当グループにおける電子機器関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高及び営業利益の

合計額に占める割合がそれぞれ90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間　（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計　　　（百万
円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高
2,821 399 696 325 4,242 － 4,242

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
740 － 0 853 1,594 △1,594 －

計 3,561 399 696 1,179 5,837 △1,594 4,242

営業利益 319 9 41 82 452 △7 445

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…………　米国

(2）ヨーロッパ　…　イギリス、フランス、ポーランド、オランダ

(3）アジア　………　中国、香港、台湾、韓国

 

前第２四半期連結累計期間　（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計　　　（百万
円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高
5,502 780 1,304 576 8,164 － 8,164

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
1,380 － 4 1,487 2,872 △2,872 －

計 6,883 780 1,309 2,06411,037△2,872 8,164

営業利益 617 8 54 102 782 △25 756

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…………　米国

(2）ヨーロッパ　…　イギリス、フランス、ポーランド、オランダ

(3）アジア　………　中国、香港、台湾、韓国
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間　（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 358 1,768 531 226 2,884

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 4,242

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
8.5 41.7 12.5 5.3 68.0

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…………　米国、カナダ

(2）ヨーロッパ　…　ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、ポーランド、ロシア、イタリア

(3）アジア　………　中国、香港、台湾、韓国

(4）その他　………　オセアニア、アフリカ、南米

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、セグメント間の内部

売上高を除く）であります。

 

前第２四半期連結累計期間　（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 689 3,157 980 424 5,251

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 8,164

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
8.4 38.7 12.0 5.2 64.3

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…………　米国、カナダ

(2）ヨーロッパ　…　ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、ポーランド、ロシア、イタリア

(3）アジア　………　中国、香港、台湾、韓国

(4）その他　………　オセアニア、アフリカ、南米

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、セグメント間の内部

売上高を除く）であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

当社グループは、製品及びサービスの種類別に事業を展開しており、「センシング事業」、「ＦＡ事業」及

び「生産受託事業」の３つを報告セグメントとしております。

各報告セグメントの主な製品群及びサービスは次のとおりであります。　

セグメントの名称 主な製品群及びサービス

センシング事業 防犯関連、自動ドア関連、計測関連、交通関連　

ＦＡ事業 ファクトリーオートメーション関連

生産受託事業 電子機器受託生産サービス

　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

センシング
事業

ＦＡ事業
生産受託
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 5,960 2,395 236 8,591 732 9,323 － 9,323
セグメント間の内部
売上高又は振替高

11 － 1,381 1,393 19 1,412△1,412 －

計 5,971 2,395 1,618 9,984 751 10,736△1,412 9,323

セグメント利益 501 305 15 823 104 927 3 931

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、客数情報システム・電子部品の開発及び販

売、スポーツクラブの運営等の事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額３百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

センシング
事業

ＦＡ事業
生産受託
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 2,932 1,206 106 4,246 346 4,592 － 4,592
セグメント間の内部
売上高又は振替高

5 － 811 817 14 831 △831 －

計 2,938 1,206 918 5,063 360 5,423△831 4,592

セグメント利益 197 161 46 405 50 455 △3 452

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、客数情報システム・電子部品の開発及び販

売、スポーツクラブの運営等の事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△３百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）　

　（固定資産に係る重要な減損損失）　

　該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

　

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。

　　

（金融商品関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

　前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため記載を省略しております。  

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

　前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため記載を省略しております。  

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため記載を省略しております。  

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

該当事項はありません。　

（資産除去債務関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）　

　前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため、記載を省略しております。

（賃貸等不動産関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）　

　前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため、記載を省略しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 1,042.30円 １株当たり純資産額 1,016.57円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 25.51円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 35.26円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
35.24円

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益（百万円） 422 583

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る四半期純利益（百万円） 422 583

　期中平均株式数（千株） 16,552 16,551

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益調整額（百万円）　 － △0

　（うち少数株主利益） (－) (△0)

　普通株式増加数（千株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

 －  －
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 13.95円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 16.79円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
16.78円

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益（百万円） 230 277

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る四半期純利益（百万円） 230 277

　期中平均株式数（千株） 16,552 16,551

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益調整額（百万円）　 － △0

　（うち少数株主利益） (－) (△0)

　普通株式増加数（千株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

 －  －

　

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

　前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため記載を省略しております。  　

２【その他】

　平成23年８月３日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………248百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年９月５日

　（注）平成23年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 平成22年８月６日

オプテックス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石田　　昭　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　浩一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオプテックス株式会

社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オプテックス株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 平成23年８月10日

オプテックス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石田　　昭　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　浩一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオプテックス株式会

社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成

23年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オプテックス株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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